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上  場  会  社  名    株式会社株式会社株式会社株式会社エクセディエクセディエクセディエクセディ
コ  ー  ド  番  号　  ７２７８ 東 ・ 大
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１．１７年９月中間期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）
(1)連結経営成績 （注）本中間決算短信中の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売  上  高 営業利益 経常利益

　　　百万円 　％ 百万円 　％ 百万円 ％
１７年９月中間期 ７３，４８０  ( 10.8) ６，８６２  ( 7.7) ７，１７６  ( 10.4)
１６年９月中間期 ６６，３３４  ( 12.5) ６，３７４  ( 18.7) ６，４９９  ( 33.3)
１７年３月期 １３６，３０６   １２，７８４   １１，６９６   

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

　　　百万円 　％  円 銭  円 銭
１７年９月中間期 ４，２３５  ( 21.6) ８５　　 ０７ －
１６年９月中間期 ３，４８３  ( 30.1) ７１　　 ７６ ７１　　 ７４
１７年３月期 ６，２９９ 　 １２７　　 ６１ １２７　　 ５９
(注) ①持分法投資損益 17年9月中間期  96百万円　 　16年9月中間期  45百万円　　17年3月期 △70百万円
     ②期中平均株式数(連結) 17年9月中間期 49,789,585株　16年9月中間期 48,551,888株　17年3月期 48,661,685株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭　
１７年９月中間期 １２９，５２５　 ８０，７３４　 ６２．３ １，６２１ ５３
１６年９月中間期 １１６，２７３　 ７２，６５２　 ６２．５ １，４９５ １９
１７年３月期 １２３，２８８　 ７６，０３２　 ６１．７ １，５２５ ２４
(注) 期末発行済株式数(連結) 17年9月中間期 49,789,126株　16年9月中間期 48,590,500株　17年3月期 49,789,849株

(3)連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 中間期末(期末)残高
百万円 百万円 百万円 百万円

１７年９月中間期 　５，７３５ 　△７，６００ ３３９　　 １７，５４０　　
１６年９月中間期 　７，５８５ 　△４，４８４ △５１０　　 １９，３８２　　
１７年３月期 １３，３６９ △１０，８３８ △３３３　　 １８，８９２　　

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数 ２１社 持分法適用非連結子会社数 ６社 持分法適用関連会社数 ２社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
   連結（新規） １社 （除外） なし 持分法（新規） ２社 （除外） １社

２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日)

売 上 高 経常利益 当期純利益

　　　百万円 　　百万円 　　百万円

通  期 １４８，０００ １４，４００ ８，５００
(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) １７０円７２銭

 (注) 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５頁を参照してください。

上 場 取 引 所

１株当たり中間(当期)純利益中間(当期)純利益

本 社 所 在 都 道 府 県

 



１１１１．．．．企業集団企業集団企業集団企業集団のののの状況状況状況状況

　当社グループは、当社、２７社の子会社、２社の関連会社で構成されており、自動車用の手
動変速装置関連事業（ＭＴ）及び自動変速装置関連事業（ＡＴ）の製造販売を主な事業とし、
さらに、それらの事業に関連する各種サービス活動を展開しております。
　当社グループの事業形態は、国内では、当社及び㈱ダイナックスにおいて製品、部品等の製
造販売を行っており、それ以外の各社は、製造下請、サービス事業等を分担しております。
　海外では、グループ各社が現地向けにＭＴ、ＡＴ等の製造・販売を行っており、当社及び㈱
ダイナックスは、得意先へ輸出する他、グループ各社に対して技術援助、製品・部品の供給を
行っております。
　当社、子会社及び関連会社の事業区分は、概ね次のとおりであり、これらは「９．注記事項
（セグメント情報）｣に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。

事 業 区 分 主 要 製 品 主　要　な　会　社

Ｍ Ｔ

(手動変速装置関連事業)

（会社総数20社）

Ａ Ｔ

(自動変速装置関連事業)

（会社総数11社）

そ の 他

パワーシフトトラン
スミッション、トル
クコンバータ、油圧
クラッチ、機械装
置、金型治工具、運
送請負、バイク用ク
ラッチ等

当社、㈱ダイナックス、㈱エクセネット物流、エク
セディアメリカコーポレーション、ダイキンクラッ
チコーポレーション、ダイナックスアメリカコーポ
レーション、エクセディ(タイランド)カンパニーリ
ミテッド、エクセディフリクションマテリアルカン
パニーリミテッド、上海達耐時汽車配件有限公司、
他９社

（会社総数18社）

当社、㈱ダイナックス、㈱ディーケープロナック、
エクセディアメリカコーポレーション、ダイキンク
ラッチコーポレーション、エクセディオーストラリ
アＰＴＹ．リミテッド、エクセディミドルイースト
ＦＺＣＯ、エクセディクラッチヨーロッパリミテッ
ド、ユーロエクセディクラッチリミテッド、エクセ
ディ(タイランド)カンパニーリミテッド、エクセ
ディフリクションマテリアルカンパニーリミテッ
ド、エクセディ(マレーシア)ＳＤＮ.ＢＨＤ.、愛思
帝(重慶)駆動系統有限公司、愛思帝(上海)複合摩擦
材料有限公司、達耐時工業(上海)有限公司、Ｐ.Ｔ.
ダイキンクラッチインドネシア、シーケーダイキン
リミテッド、他３社

当社、㈱ダイナックス、エクセディアメリカコーポ
レーション、ダイナックスアメリカコーポレーショ
ン、ダイナックスノースアメリカセールスコーポ
レーション、エクセディ(タイランド)カンパニーリ
ミテッド、愛思帝(重慶)駆動系統有限公司、上海達
耐時汽車配件有限公司、達耐時工業(上海)有限公
司、他２社

トルクコンバータ、
オートマチックトラ
ンスミッション・同
部品等

クラッチディスク、
クラッチカバー、２
マスフライホイール
等
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以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

(注) ※１：連結子会社 Ａ：ＭＴ（手動変速装置関連事業）

※２：持分法適用非連結子会社 Ｂ：ＡＴ（自動変速装置関連事業）

※３：持分法適用関連会社 Ｃ：その他

製造販売会社(欧州)
※１ﾕｰﾛｴｸｾﾃﾞｨｸﾗｯﾁﾘﾐﾃｯﾄﾞ(A)

販売会社(欧州)
※１ｴｸｾﾃﾞｨｸﾗｯﾁﾖｰﾛｯﾊﾟﾘﾐﾃｯﾄﾞ(A)

得
　
　
意
　
　
先

製造販売会社(ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ)
※１ｴｸｾﾃﾞｨ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)ｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ(A,B,C)
※１ｴｸｾﾃﾞｨﾌﾘｸｼｮﾝﾏﾃﾘｱﾙｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ(A,C)
※１ｴｸｾﾃﾞｨ(ﾏﾚｰｼｱ)SDN.BHD.(A)
※１愛思帝(重慶)駆動系統有限公司(A,B)
※１愛思帝(上海)複合摩擦材料有限公司(A)
※１上海達耐時汽車配件有限公司(B,C)
※１達耐時工業(上海)有限公司(A,B)
※１P.T.ﾀﾞｲｷﾝｸﾗｯﾁｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(A)
※３ｼｰｹｰﾀﾞｲｷﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ(A)

販売会社(ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ)
※１ｴｸｾﾃﾞｨｵｰｽﾄﾗﾘｱPTY.ﾘﾐﾃｯﾄﾞ(A)
※１ｴｸｾﾃﾞｨﾐﾄﾞﾙｲｰｽﾄFZCO(A)
※２他１社(C)、※３他１社(C)

製造販売会社(日本)

　　㈱エクセディ(A,B,C)
※１㈱ダイナックス(A,B,C)

製造販売会社(米国)
※１ｴｸｾﾃﾞｨｱﾒﾘｶｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(A,B,C)
※１ﾀﾞｲﾅｯｸｽｱﾒﾘｶｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(B,C)

販売会社(米国)
※１ﾀﾞｲｷﾝｸﾗｯﾁｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(A,C)
※１ﾀﾞｲﾅｯｸｽﾉｰｽｱﾒﾘｶｾｰﾙｽ
　　ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(B)

持株・統括会社(米国)
※１ｴｸｾﾃﾞｨﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｵﾌﾞｱﾒﾘｶ
　　ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(C)
※１ｴｸｾﾃﾞｨﾀﾞｲﾅｯｸｽｱﾒﾘｶｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(C)

販売会社(日本)
※２　１社(A,C)

製造会社(日本)
※１㈱ﾃﾞｨｰｹｰﾌﾟﾛﾅｯｸ(A)
※２他２社(A,B,C)

サービス会社(日本)
※１㈱ｴｸｾﾈｯﾄ物流(C)
※２他２社(C)

製品

製品

製品

製品

製
品

製品

製品製品

製品

製品

製品

管理
統括

製品
部品

製品
部品

製品
部品

製品
部品

ｻｰﾋﾞｽ

製品

製品
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２２２２．．．．経営方針経営方針経営方針経営方針

（１）経営の基本方針

　当社は、優れた技術力を備えた駆動系総合メーカーとして、「社会への貢献」「お客様へのお役

立ち」「社員の幸せ」を一層高い水準で実現させ、社業の永続的発展によって広く関係者の負託に

応えてまいりたいと考えております。

（２）利益配分に関する基本方針

　利益配分にあたりましては、安定的な配当を心がけると同時に、事業基盤整備のための資金需要、

業績、配当性向等を総合的に勘案して、株主の皆様のご期待に応えられるよう、適正な利益還元を

させていただきたいと考えております。

（３）目標とする経営指標

　連結ベースでＲＯＥ１０％、ＲＯＡ６％以上、また、強固な財務体質を堅持するため、自己資本

比率６０％以上、固定比率１００％以下を確保してまいりたいと存じます。

（４）中長期的な経営戦略

　自動車にはより一層の環境対策が求められており、当社グループでは、グループの総力をあげて、

燃費向上技術、振動・騒音対策技術の開発に重点的に取り組んでまいります。

　収益面におきましては、グローバルな価格競争の激化により厳しい環境下にありますが、徹底し

た品質管理とコスト削減、開発リードタイムの短縮による顧客満足度の向上、グループ内最適生産

の推進により収益の確保に努める所存です。

（５）対処すべき課題

　ＡＴ(自動変速装置関連)事業においては、自動車メーカーやトランスミッションメーカーのアウ

トソーシングにより、ビジネスチャンスの拡大が見込まれます。他方で、同事業の拡大には多額の

設備投資を必要とすることから、当社グループでは、投資対象を厳選し、資産の有効活用を図りな

がら、この機を捉えて世界シェアを拡大してまいる所存です。

　ＭＴ(手動変速装置関連)事業においては、中国を中心にアジアにおける需要が拡大し、部品メー

カーを巻き込んだ自動車メーカーの競争が激化しております。当社グループではアジアにおける事

業基盤をより強固にするべく各国の拠点を強化するとともに、戦略的投資を実施してまいります。

（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　当社は、コンプライアンス経営の徹底とコーポレート・ガバナンス体制の構築が経営体制の軸

　であると認識しております。

②会社の機関の内容

　　取締役会は、１名の社外取締役を含む15名の取締役で構成され、月１回の定例取締役会と必要

　に応じて開催する臨時取締役会において議論を尽くして経営の意思決定を行っております。社外

　監査役３名を含む監査役４名は、取締役会に出席し、経営の意思決定について監査上の意見を述

　べるとともに、取締役の職務執行状況を監査しております。

　　また、経営上の戦略については、役付取締役６名で構成される常務会において検討を行ってい

　るほか、業務執行に関する具体的な詳細は、原則として月２回開催される常勤取締役14名と常勤

　監査役１名で構成される経営会議において活発に意見交換し、十分に審議検討を行っております。

　　監査役会は、３名の社外監査役を含む４名の監査役で構成され、企業経営の健全性、効率性確

　保の視点で年度計画を立案し推進しております。

③内部統制システムの整備の状況

　　当社の内部統制システムは、社長直轄の独立した業務監査部門である内部監査室が、各部門の

　業務監査やコンプライアンス活動を行っております。
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④リスク管理体制の整備の状況

　　当社は、社外の取締役１名、監査役３名により取締役会の監督機能の強化を図るとともに、社

　長を委員長とした危機管理委員会を設置し、リスク対応を図っております。

⑤内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

　　内部監査室は、２名で構成され、事業年度ごとに監査のテーマを定め、監査計画を立案して各

　部門の業務監査を行う他、必要に応じて臨時の監査を行っております。また、監査計画の立案、

　監査の経過、結果について、適宜常勤監査役と情報交換を行い、内部統制の確保のため、監査の

　充実に努めております。

　　常勤監査役は、事業年度ごとの会計監査の計画、会計監査の結果について会計監査人から定期

　的に報告を受ける他、監査上の留意点につき、適宜協議を行い監査を行っております。

　　会計監査は外部の監査法人と契約しており、定期的な監査の他、会計上の課題についてのアド

　バイス等も受けております。

⑥社外取締役及び社外監査役との関係

　　社外取締役及び社外監査役は、当社との間に記載すべき人的関係及び利害関係はありません。

　また、社外取締役夏目美喜雄はアイシン精機株式会社代表取締役副会長、社外監査役豊田幹司郎

　はアイシン精機株式会社代表取締役会長であり、同社は当社株式の １４.５％を保有する主要株

　主であります。なお、当社及び当社グループ会社は同社と営業取引関係があります。

⑦会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　　定例取締役会を毎月１回開催する他、常勤役員によって構成される経営会議を月２回開催し、

　営業の状況、研究開発、設備計画等について、審議検討を行い、状況に応じて、機動的に対応で

　きる経営システムを構築しております。

　　また、早期開示として、期末日より１ヶ月以内に発表を行い、経営状況のタイムリーなディス

　クロージャーに努めました。

（７）親会社等に関する事項

　①親会社等の商号等

属性
親会社等の議決権
所有割合（％）

　※親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数で表示しております。

　②当社と親会社等との取引等に関する事項

　　当中間期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

役員の兼任
等（名）

事業上の関
係

売上高 226 売掛金 100 

仕入高 6 買掛金 1 

　※取引条件については一般取引条件と同様に決定しております。

　※上記の「関係内容」及び「取引内容」において、当社の独立性を制限する事項はありません。

　※金銭等の貸借関係、保証・被保証関係等はありません。

親会社等
親会社等が発行する株券が
上場されている証券取引所等

アイシン精機株式会社
上場会社が他の会社の
関連会社である場合に
おける当該他の会社

３２．６
（１８．１）

東京証券取引所

大阪証券取引所

名古屋証券取引所

期末残高
（百万円）

兼任２
当社製品の
販売

関係内容
取引内容

取引金額
（百万円）

科目
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３３３３．．．．経営成績及経営成績及経営成績及経営成績及びびびび財政状態財政状態財政状態財政状態

（１）経営成績

①当中間期の概況

　自動車業界においては、鋼材及び原油の価格高騰によるコスト増加、米国メーカーの不振による

市場の不安定要因があったものの、日系メーカーを中心に業績は堅調に推移いたしました。

　このような環境の中で、当社グループは、国内及び米国においては自動車メーカーのアウトソー

シングが進むＡＴ（自動変速装置関連）事業に、市場拡大の進むアジア地域においてはＭＴ（手動

変速装置関連）事業に注力し、経営基盤の拡大に努めてまいりました。

　この結果、当中間期においては、主として国内におけるＡＴ事業の受注が増加したこと、アジア

・米国事業も堅調に推移したことから、売上高は ７３４億円（前期比 １０．８％増）となりまし

た。営業利益は、鋼材価格の上昇に伴う調達コスト、受注増加への対応コスト等の増加もあります

が、売上高の増加と徹底したコストダウン活動により ６８億円（前期比 ７．７％増）、経常利益

は ７１億円（前期比 １０．４％増）、当期純利益は ４２億円（前期比 ２１．６％増）となりま

した。

（（（（セグメントセグメントセグメントセグメント情報情報情報情報））））

　事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。

［ＭＴ事業］

　国内では、小型車組付用・補修用の売上が減少したものの、タイを中心にアジア地域において売

上が増加し、その結果、ＭＴ事業としての売上高は ２４４億円（前期比 １．５％増）、営業利益

は ２９億円（前期比 ８．９％減）となりました。

［ＡＴ事業］

　国内トランスミッションメーカー、韓国メーカー向けの受注増加により、売上高は ４２４億円

（前期比 １７．４％増）、営業利益は ３６億円（前期比 １６．５％増）となりました。

［その他事業］

　バイク用製品の受注増加、建設機械業界の需要が回復の兆しを見せ始めたことにより、売上高は

９３億円（前期比 ３．６％増）、営業利益は ５億円（前期比 ５５．７％増）となりました。

　所在地別セグメントの概況は次のとおりです。

［日本］

　国内販売では、ＭＴ事業の減少はあるもののＡＴ事業の増加が多く、輸出については、韓国向け

の増加により、売上高は ５８０億円（前期比 ８．９％増)、営業利益は ４６億円（前期比 ６．３

％増）となりました。

［米国］

　米国メーカーの不振等あるものの、ほぼ横バイに推移し、売上高は １３６億円（前期比 ３．３

％増)、営業利益は １０億円（前期比 ３．３％増）となりました。

［アジア・オセアニア］

　アジア諸国の自動車生産が順調に推移していること、バイク用製品の販売が増加したことにより、

売上高は ９７億円（前期比 ４６．２％増）、営業利益は １１億円（前期比 ３２．２％増）とな

りました。

［その他］

　売上高は ９億円（前期比 ６．２％増）、営業利益は ０億円（前期比 ２３．０％減）となりま

した。

②通期の見通し

　国内市場は、トルクコンバータを主にＡＴ事業の拡大が見込まれますが、米国は市場の先行きに

不透明感が増しております。アジア市場は堅調に推移するものと見込んでおります。当社グループ

といたしましては、燃費向上、低燃費エンジン搭載車両の振動・騒音対策等の環境対応製品の開発
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を進めるとともに、品質管理を徹底してまいります。収益面におきましては、鋼材価格の上昇等、

コストアップ要因があり厳しい状況ではありますが、更なる合理化努力により収益を確保する所存

であります。

　以上により、通期の売上高は １，４８０億円（前期比 ８．６％増）、経常利益は １４４億円

（前期比２３．１％増）、当期純利益は ８５億円（前期比３４．９％増）を予想しております。

（２）財政状態

①当中間期のキャッシュ・フローの状況

　営業活動によって得たキャッシュは、前年同期比 １８億円減少し ５７億円となりました。主な

内訳は次のとおりであります。税金等調整前中間純利益 ７１億円（前年同期は ６２億円）、減価

償却費 ３９億円(前年同期は ３６億円)となりました。運転資本は、販売の好調に伴って、売上債

権、棚卸資産が合わせて １７億円増加し、仕入債務も ２億円増加しました。また、確定拠出年金

制度の移換金未払分を一部支払った事により長期未払金が ９億円減少しました。 法人税等の支払

額は ２８億円となりました。

　投資活動に使用したキャッシュは、前年同期比 ３１億円増加し ７６億円となりました。主なも

のは、設備投資による支出 ７４億円（前年同期は ４４億円）であります。

　財務活動によって得たキャッシュは ３億円（前年同期は △５億円）となりました。主なものは

配当金の支払 ５億円、長・短借入金の増加 ９億円であります。

以上の結果により、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前期末と比較して１３億円減少し、

１７５億円となりました。

　当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

中間 期末 中間 期末 中間

60.7% 62.8% 62.5% 61.7% 62.3% 

53.4% 67.6% 80.4% 72.6% 96.1% 

1.1 0.6 0.5 0.5 0.6 

52.2 71.0 109.2 89.8 91.8 

　　　株主資本比率＝株主資本／総資産

　　　時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率＝時価総額／総資産

　　　債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ＝営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　　※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての

　　　　負債を対象としております。

　　　※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている

　　　　「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

②通期の見通し

　営業活動によって得られるキャッシュは、税金等調整前当期純利益及び減価償却費の増加、法人

税等の支払額の増加、運転資本の増減等により、前期と比較して１９億円程度増加する予定であり

ます。投資活動に使用するキャッシュは、主にＡＴ事業の拡大に対応するための設備投資等であり、

前期と比較して１１０億円程度増加する予定であります。財務活動によって得られるキャッシュは、

設備資金のための借入増加、配当金の支払等により ３７億円程度となる予定であります。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末より ２８億円程度減少し １６０億円

程度となる予定であります。

株主資本比率(％)

時価ベースの株主
資本比率(％)

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ
･ﾚｼｵ(倍)

債務償還年数(年)
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４４４４．．．．中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表

(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別   平成17年9月中間期 平成17年3月期 対前期末 平成16年9月中間期

平成17年9月30日現在 平成17年3月31日現在 増   減 平成16年9月30日現在

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 金額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％ ％ 

流動資産

現 金 及 び 預 金 17,585 18,960 △1,374 19,418 

受取手形及び売掛金 30,396 29,106 1,289 26,982 

た な 卸 資 産 12,890 11,855 1,034 10,906 

繰 延 税 金 資 産 2,479 2,437 41 1,735 

そ の 他 3,018 2,662 356 1,196 

貸 倒 引 当 金 △1,258 △1,238 △19 △381 

流動資産合計 65,111 50.3 63,782 51.7 1,328 2.1 59,858 51.5 

固定資産

有形固定資産 54,679 42.2 49,718 40.3 4,961 10.0 47,951 41.2 

建 物 及 び 構 築 物 14,837 13,864 973 14,156 

機械装置及び運搬具 22,939 20,834 2,105 20,007 

土 地 7,146 7,117 28 7,032 

そ の 他 9,756 7,902 1,853 6,756 

無形固定資産 1,158 0.9 1,194 1.0 △35 △3.0 946 0.8 

投資その他の資産 8,575 6.6 8,593 7.0 △17 △0.2 7,517 6.5 

投 資 有 価 証 券 2,000 1,617 382 3,170 

繰 延 税 金 資 産 4,837 5,291 △453 2,517 

そ の 他 1,846 1,798 48 1,965 

貸 倒 引 当 金 △109 △114 4 △135 

固定資産合計 64,413 49.7 59,505 48.3 4,908 8.2 56,415 48.5 

資産合計 129,525 100.0 123,288 100.0 6,236 5.1 116,273 100.0 
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(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別   平成17年9月中間期 平成17年3月期 対前期末 平成16年9月中間期

平成17年9月30日現在 平成17年3月31日現在 増   減 平成16年9月30日現在

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 金額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％ ％ 

流動負債

支払手形及び買掛金 13,258 12,765 493 11,753 

短 期 借 入 金 4,757 3,616 1,141 4,939 

未 払 費 用 4,112 4,290 △177 4,093 

未 払 法 人 税 等 2,149 2,963 △814 2,453 

製 品 保 証 引 当 金 704 501 202 426 

そ の 他 4,734 3,509 1,224 3,391 

流動負債合計 29,717 23.0 27,646 22.4 2,071 7.5 27,059 23.3 

固定負債

長 期 借 入 金 2,675 2,687 △12 2,738 

繰 延 税 金 負 債 505 487 18 408 

退 職 給 付 引 当 金 8,252 8,115 137 8,036 

長 期 未 払 金 1,489 2,398 △908 221 

そ の 他 470 778 △307 726 

固定負債合計 13,393 10.3 14,466 11.7 △1,073 △7.4 12,131 10.4 

負債合計 43,110 33.3 42,112 34.1 997 2.4 39,190 33.7 

(少数株主持分の部)

少数株主持分 5,680 4.4 5,143 4.2 536 10.4 4,431 3.8 

(資本の部)

資     本     金 8,284 6.4 8,284 6.7 － － 7,272 6.2 

資 本  剰  余 金 8,767 6.8 8,767 7.1 － － 7,757 6.7 

利 益  剰  余 金 64,430 49.7 60,807 49.3 3,622 6.0 58,356 50.2 

その他有価証券評価差額金 577 0.4 413 0.4 164 39.6 1,030 0.9 

為替換算調整勘定 △1,318 △1.0 △2,236 △1.8 917 △41.0 △1,762 △1.5 

自   己  株   式 △6 △0.0 △5 △0.0 △1 30.4 △2 △0.0 

資本合計 80,734 62.3 76,032 61.7 4,702 6.2 72,652 62.5 

負債少数株主持分資本合計 129,525 100.0 123,288 100.0 6,236 5.1 116,273 100.0 
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５５５５．．．．中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書

(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別   平成17年9月中間期 平成16年9月中間期 対前年中間期 平成17年3月期

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増　　減 平成16年4月 1日から
平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで  平成17年3月31日まで

 科  目 金額 比率 金額 比率 金額 増減率 金額 比率
％ ％ ％ ％ 

73,480 100.0 66,334 100.0 7,145 10.8 136,306 100.0 

56,813 77.3 50,306 75.8 6,507 12.9 104,010 76.3 

16,666 22.7 16,028 24.2 638 4.0 32,296 23.7 

9,804 13.4 9,654 14.6 149 1.6 19,512 14.3 

6,862 9.3 6,374 9.6 488 7.7 12,784 9.4 

553 0.8 342 0.5 210 61.6 641 0.5 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 51 45 5 103 

為 替 差 益 221 63 158 － 

持 分 法 投 資 利 益 96 45 50 － 

そ の 他 184 187 △3 537 

239 0.3 217 0.3 21 10.1 1,729 1.3 

支 払 利 息 68 77 △8 158 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17 － 17 885 

為 替 差 損 － － － 76 

持 分 法 投 資 損 失 － － － 70 

そ の 他 152 140 12 538 

7,176 9.8 6,499 9.8 677 10.4 11,696 8.6 

－ － 37 0.1 △37 △100.0 1,228 0.9 

固 定 資 産 売 却 益 － 37 △37 37 

投資有価証券売却益 － － － 1,191 

－ － 331 0.5 △331 △100.0 4,033 3.0 

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 償 却

－ 303 △303 606 

退職給付制度変更関連費用 － － － 2,922 

子会社事業再編損失 － － － 478 

そ の 他 － 27 △27 24 

7,176 9.8 6,205 9.4 971 15.7 8,892 6.5 

2,087 2.8 2,372 3.6 △285 △12.0 4,524 3.3 

417 0.6 △200 △0.3 618 △308.5 △3,223 △2.3 

436 0.6 549 0.8 △113 △20.6 1,291 0.9 

4,235 5.8 3,483 5.3 751 21.6 6,299 4.6 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税 金 等 調 整 前
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主利益 (控除 )

売 上 総 利 益

売 上 高

販売費及び一般管理費

売 上 原 価

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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６６６６．．．．中間連結剰余金計算書中間連結剰余金計算書中間連結剰余金計算書中間連結剰余金計算書

(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別   平成17年9月中間期 平成16年9月中間期 平成17年3月期

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成16年4月 1日から
平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年3月31日まで

  科  目 金額 金額 金額

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 8,767 7,712 7,712 

資本剰余金  増加高

株 式 の 発 行 － － 1,009 

新株引受権の権利行使
に よ る 新 株 発 行

－ 45 46 

小 計 － 45 1,055 

資本剰余金中間期末(期末)残高 8,767 7,757 8,767 

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高 60,807 55,406 55,406 

利益剰余金  増加高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 4,235 3,483 6,299 

小 計 4,235 3,483 6,299 

利益剰余金  減少高

配 当 金 522 436 801 

役 員 賞 与 90 97 97 

小 計 613 533 898 

利益剰余金中間期末(期末)残高 64,430 58,356 60,807 
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７７７７．．．．中間連結中間連結中間連結中間連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書計算書計算書計算書

(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別   平成17年9月期 平成16年9月期 対前年中間期 平成17年3月期

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増    減 平成16年4月 1日から
平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで  平成17年3月31日まで

  科  目 金額 金額 金額 金額
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 7,176 6,205 971 8,892 
減 価 償 却 費 3,948 3,654 293 7,998 
固 定 資 産 売 廃 却 損 82 69 13 340 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 － － － △1,191 
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 17 171 △153 1,065 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 137 109 27 187 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △51 △45 △5 △103 
支 払 利 息 68 77 △8 158 
売 上 債 権 の 増 加 額 △961 △1,301 340 △3,649 
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △780 △545 △235 △1,365 
仕 入 債 務 の 増 加 額 235 749 △513 1,845 
長 期 未 払 金 の 増 加 ( 減少 )額 △914 △26 △887 2,156 
そ の 他 △353 53 △406 458 

小 計 8,606 9,170 △564 16,791 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 54 45 8 104 
利 息 の 支 払 額 △62 △69 6 △149 
法 人 税 等 の 支 払 額 △2,862 △1,561 △1,300 △3,377 

合 計 5,735 7,585 △1,849 13,369 
投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △300 △8 △291 △41 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 24 31 △6 31 
有形固定資産の取得による支出 △7,375 △4,444 △2,931 △10,881 
有形固定資産の売却による収入 218 53 165 132 
無形固定資産の取得による支出 △74 △141 66 △545 
投資有価証券の取得による支出 △6 △7 0 △12 
投資有価証券の売却による収入 － － － 1,767 
貸 付 に よ る 支 出 △410 △11 △398 △1,926 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 335 32 302 694 
連 結 範 囲 の 変 更 を 伴 う
子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

－ － － △103 

連結子会社株式の取得による支出 △48 － △48 － 
非連結子会社株式の取得による支出 △0 － △0 △100 
そ の 他 36 10 25 146 

合 計 △7,600 △4,484 △3,116 △10,838 
財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 1,117 687 429 1,647 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － 300 △300 158 
長期借入金の返済による支出 △129 △938 808 △3,235 
株 式 の 発 行 に よ る 収 入 － － － 2,020 
配 当 金 の 支 払 額 △522 △436 △86 △801 
そ の 他 △125 △122 △3 △124 

合 計 339 △510 849 △333 
173 39 133 △56 

△1,352 2,630 △3,983 2,140 
18,892 16,751 2,140 16,751 
17,540 19,382 △1,842 18,892 

現金及び現金同等物に係る換算差額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高
現金及び現金同等物中間期末(期末)残高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
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８８８８．．．．中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社数 21 社

主要会社名 ㈱ダイナックス、㈱ディーケープロナック、㈱エクセネット物流、エクセディアメリカ
コーポレーション、ダイキンクラッチコーポレーション、ダイナックスアメリカコーポ
レーション、エクセディ（タイランド）カンパニーリミテッド

(新規) 新規設立
エクセディダイナックスアメリカコーポレーション

(2) 非連結子会社 7 社
主要会社名 ㈱ディーケービルサービス、㈱ディービーエスキャリアサービス

  なお、上記は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、中間純損益(持分に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う額)等が、中間連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であります。
(新規) 新規設立

ＣＥインベストメントＰＴＹ．ＬＴＤ．
２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用非連結子会社 6 社
上記 １．(2)の子会社のうち、㈱デイ・エイチを除いた会社
(除外) ㈱デイ・エイチ

(2) 持分法適用関連会社 2 社
会社名 シーケーダイキンリミテッド、ＡＢＳストアインベストメントＰＴＹ．ＬＴＤ．

(新規) 新規設立
ＡＢＳストアインベストメントＰＴＹ．ＬＴＤ．

(3) 持分法非適用会社 1 社
会社名 ㈱デイ・エイチ

　なお、上記は、清算手続き中であり、中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う
額)等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
  連結子会社のうち、エクセディアメリカコーポレーション、ダイキンクラッチコーポレーション、
ダイナックスアメリカコーポレーション他、合計18社の中間決算日は6月30日であります。
  中間連結財務諸表の作成に当たっては、同中間決算日現在の中間財務諸表を使用しております。
ただし、中間連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。

４．会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
　その他有価証券

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの…移動平均法による原価法

②デリバティブ

  時価法
③たな卸資産

  製品・原材料・仕掛品は主として先入先出法による低価法、貯蔵品は主として最終仕入原価法に
よる原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

  当社及び国内連結子会社は、定率法であります。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物付属設備を除く)については、定額法によっております。在外連結子会社は、主として定額法
でありますが、機械装置及び運搬具・工具器具備品の一部は定率法によっております。
  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～60年
機械装置及び運搬具 ２～15年

②無形固定資産

  自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によってお

り、その他の無形固定資産については、定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。なお、連結会社相互の債権・債務を相殺消去したことに伴う貸倒引当金の調整計算を実施して
おります。

②製品保証引当金
  製品の品質に係るクレーム処理の費用に備えるため、過去のクレーム発生率に基づき、予想され
る発生見込額を計上しております。

③退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
  なお、数理計算上の差異は、発生時の翌連結会計年度に全額費用処理しております。過去勤務債
務は、発生した連結会計年度に全額費用処理しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
  外貨建取引等会計処理基準を適用しております。

(5) 重要なリース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
当社及び国内連結子会社は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子
会社は、主として売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(6) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
①消費税等の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
②税効果会計
  中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当社及び国内連結子会社において当連結会
計年度に予定している利益処分による特別償却準備金及び資産買換差益積立金の繰入及び取崩を前提と
して、当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
  手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する定期預金からなっ
ております。
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９９９９．．．．注記事項注記事項注記事項注記事項

((((中間連結貸借対照表関係中間連結貸借対照表関係中間連結貸借対照表関係中間連結貸借対照表関係))))

１．有形固定資産の減価償却累計額 95,519 百万円 

２．担保に供している資産及び担保付債務
  担保に供している資産 担保付債務
科目 金額 科目 金額

現 金 及 び 預 金 8 百万円 短 期 借 入 金 458 百万円 
受取手 形及 び売 掛金 336 百万円 １年以内返済の長期借入金 150 百万円 
た な 卸 資 産 357 百万円 長 期 借 入 金 337 百万円 
建 物 及 び 構 築 物 253 百万円 
機械装 置及 び運 搬具 10 百万円 
土 地 152 百万円 

計 1,119 百万円 計 946 百万円 

３．偶発債務
  関係会社の銀行よりの借入に対する保証

(株)ディーケービルサービス 500 百万円 
(株)デイ・エイチ 267 百万円 

４．当社の発行済株式総数 普通株式   49,793 千株 
当社の保有する自己株式数 普通株式        4 千株 

((((中間連結損益計算書関係中間連結損益計算書関係中間連結損益計算書関係中間連結損益計算書関係))))

　　販売費及び一般管理費の主要な費目
荷 造 運 送 費 2,407 百万円 
役員報 酬・ 給与 手当 2,276 百万円 
研 究 開 発 費 1,904 百万円 

((((中間連結中間連結中間連結中間連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書関係計算書関係計算書関係計算書関係))))

　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目との関係
現金及び預金勘定 17,585 百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △45 百万円 
現金及び現金同等物 17,540 百万円 
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((((セグメントセグメントセグメントセグメント情報情報情報情報))))

１．事業の種類別セグメント情報
平成17年9月中間期(平成17年4月1日～平成17年9月30日) (単位：百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

項目

事業の種類  
Ｍ Ｔ Ａ Ｔ そ の 他 計

消 去 又
は 全 社

連 結

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 24,247 41,898 7,335 73,480 － 73,480 
(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 162 589 2,055 2,806 (2,806) － 

計 24,409 42,487 9,390 76,287 (2,806) 73,480 
営 業 費 用 21,470 38,815 8,806 69,093 (2,475) 66,618 
営 業 利 益 2,938 3,671 583 7,193 (330) 6,862 

平成16年9月中間期(平成16年4月1日～平成16年9月30日) (単位：百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

項目

事業の種類  
Ｍ Ｔ Ａ Ｔ そ の 他 計

消 去 又
は 全 社

連 結

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 24,028 35,798 6,507 66,334 － 66,334 
(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 13 399 2,556 2,969 (2,969) － 

計 24,041 36,198 9,063 69,303 (2,969) 66,334 
営 業 費 用 20,814 33,047 8,689 62,551 (2,590) 59,960 

営 業 利 益 3,227 3,150 374 6,752 (378) 6,374 

平成17年3月期(平成16年4月1日～平成17年3月31日) (単位：百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

項目

事業の種類  
Ｍ Ｔ Ａ Ｔ そ の 他 計

消 去 又
は 全 社

連 結

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 46,623 75,821 13,861 136,306 － 136,306 
(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 33 867 5,058 5,959 (5,959) － 

計 46,657 76,689 18,919 142,266 (5,959) 136,306 
営 業 費 用 40,862 69,882 18,035 128,781 (5,258) 123,522 
営 業 利 益 5,795 6,806 883 13,485 (700) 12,784 

(注) １．事業区分の方法
  当社の事業区分の方法は、製品の種類・市場における用途を考慮して、自動車用の「ＭＴ（手動変
速装置関連）」事業、自動車用の「ＡＴ（自動変速装置関連）」事業、産業機械用他の「その他」事
業に区分しております。
２．各事業区分の主要製品

事 業 区 分 主要製品
Ｍ Ｔ クラッチディスク、クラッチカバー、２マスフライホイール
Ａ Ｔ トルクコンバータ、オートマチックトランスミッション・同部品

パワーシフトトランスミッション･同部品、トルクコンバータ、油圧クラッチ、
そ の 他 コントロールバルブ、アクスル、ブレーキ、デュアルクラッチ、リターダ、

機械装置、金型治工具、運送請負、バイク用クラッチ
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、下記のとおりであり、その
  主なものは新製品開発費であります。

平成17年9月中間期 436 百万円
平成16年9月中間期 479 百万円
平成17年3月期　　 922 百万円
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２．所在地別セグメント情報
平成17年9月中間期(平成17年4月1日～平成17年9月30日) (単位：百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

項目

国又は地域  
日 本 米 国

ｱ ｼ ﾞ ｱ ･
ｵ ｾ ｱ ﾆ ｱ

その他 計
消 去 又
は 全 社

連 結

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 51,638 13,167 7,718 956 73,480 － 73,480 
(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 6,374 460 1,996 0 8,832 (8,832) － 

計 58,013 13,627 9,715 956 82,313 (8,832) 73,480 
営 業 費 用 53,320 12,587 8,590 866 75,365 (8,747) 66,618 
営 業 利 益 4,692 1,040 1,125 89 6,947 (85) 6,862 

平成16年9月中間期(平成16年4月1日～平成16年9月30日) (単位：百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

項目

国又は地域  
日 本 米 国

ｱ ｼ ﾞ ｱ ･
ｵ ｾ ｱ ﾆ ｱ

その他 計
消 去 又
は 全 社

連 結

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 47,186 12,914 5,338 895 66,334 － 66,334 
(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 6,099 277 1,305 5 7,687 (7,687) － 

計 53,285 13,192 6,643 900 74,022 (7,687) 66,334 
営 業 費 用 48,870 12,185 5,792 784 67,632 (7,671) 59,960 
営 業 利 益 4,415 1,007 851 116 6,390 (15) 6,374 

平成17年3月期(平成16年4月1日～平成17年3月31日) (単位：百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

項目

国又は地域  
日 本 米 国

ｱ ｼ ﾞ ｱ ･
ｵ ｾ ｱ ﾆ ｱ

その他 計
消 去 又
は 全 社

連 結

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 98,429 24,805 11,388 1,683 136,306 － 136,306 
(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 11,742 554 2,768 6 15,071 (15,071) － 

計 110,171 25,360 14,156 1,690 151,378 (15,071) 136,306 
営 業 費 用 100,485 24,082 12,418 1,502 138,489 (14,966) 123,522 
営 業 利 益 9,685 1,277 1,737 188 12,889 (105) 12,784 

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。
２．｢ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ｣の区分に属する国は、ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、中国、豪州及びｱﾗﾌﾞ首長国連邦であり
　　ます。
３．｢その他｣の区分に属する国又は地域は、欧州であります。
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３．海外売上高
平成17年9月中間期(平成17年4月1日～平成17年9月30日) （単位：百万円）

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
国又は地域  

項目

Ⅰ 海外売上高 14,076    12,078    3,208    29,363    

Ⅱ 連結売上高 －    －    －    73,480    

Ⅲ 19.2%    16.4%    4.4%    40.0%    

平成16年9月中間期(平成16年4月1日～平成16年9月30日) （単位：百万円）
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

国又は地域  

項目
Ⅰ 海外売上高 13,253    9,793    3,098    26,145    
Ⅱ 連結売上高 －    －    －    66,334    

Ⅲ 20.0%    14.7%    4.7%    39.4%    

平成17年3月期(平成16年4月1日～平成17年3月31日) （単位：百万円）
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

国又は地域  

項目

Ⅰ 海外売上高 25,823    19,659    6,131    51,613    

Ⅱ 連結売上高 －    －    －    136,306    

Ⅲ 19.0%    14.4%    4.5%    37.9%    

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。
２．｢米国｣の区分には、メキシコを含めております。
３．｢ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ｣の区分に属する主な国は、ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、中国、豪州及びｱﾗﾌﾞ首長国連邦であ
　　ります。
４．｢その他｣の区分に属する主な地域は、欧州であります。
５．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

連結売上高に占める
海外売上高の割合

連結売上高に占める
海外売上高の割合

米国 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ

計

その他 計

米国 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他 計

連結売上高に占める
海外売上高の割合

米国 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他
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((((リースリースリースリース取引取引取引取引))))
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

((((有価証券有価証券有価証券有価証券))))

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位:百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別  平成17年9月中間期 平成17年3月期 平成16年9月中間期
中間連結 連結貸借 中間連結

取得原価 貸借対照 差　額 取得原価 対 照 表 差　額 取得原価 貸借対照 差　額
 種　類 表計上額 計 上 額 表計上額
 (1) 株 式 384 1,353 969 379 1,062 683 943 2,662 1,718 
 (2) 債 券 － － － － － － － － － 
 (3) そ の 他 － － － － － － 4 4 0 

合 計 384 1,353 969 379 1,062 683 947 2,666 1,718 

２．時価評価されていない主な有価証券 (単位:百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別  平成17年9月中間期 平成17年3月期 平成16年9月中間期
 科  目 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額
その他有価証券

非 上 場 株 式 66 64 63 

((((デリバティブデリバティブデリバティブデリバティブ取引取引取引取引))))
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。
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